
府省名 内閣府

廃止
他の事務及び事業
との統合

民間・地方公共団体
への移管

その他

広報啓発、調査研
究、援護事業（融資
除く）

旧漁業権者法に基
づく融資事業

需要の減少している
資金について廃止
を検討。

リスク管理債権を減
少させるよう融資条
件等を変更。

　協会の組織、経理、財務の在り方
を見直して、その整理・整序を図
り、柔軟で効率的な運営を可能とす
る基盤を整備する。
　総人件費改革の一環として定員２
名の削減（9.5%）を行うとともに、人
件費を除く一般管理費の縮減につ
いて可能性を検討。

※整理表に基づいて簡潔に記載する。「事務及び事業の見直しに係る具体的措置」については、整理表における事務及び事業の分類ごとに、具体的措置の内容に応
じて、「廃止」、「他の事務及び事業との統合」、「民間・地方公共団体への移管」、「その他」の中で該当する欄にその内容を簡潔に記載する。

各府省別法人の見直し当初案の内容一覧表（案）

事務及び事業の見直しに係る具体的措置（又は見直しの方向性）
事務及び事業名法人名

組織形態の見直しに係る
具体的措置（又は見直しの方向性）

独立行政法人
北方領土問題対策協会


